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平成２７年上半期労働災害発生状況 

～ 死亡災害は減少、死傷者数は増加 ～ 

 

 茨城労働局（局長 中屋敷 勝也）は、茨城県内の平成２７年上半期（１月から７月）までの

労働災害発生状況を取りまとめました。 

   

  ○死亡者数：１５人 

   ※前年同期では２５人となっており、対前年比１０人（４０．０％）の大幅な減少 

 

  ○休業４日以上の死傷者数：１，４７０人 

   ※前年同期では１，４１３人となっており、対前年比５７人（４．０％）の増加 

 

 

１ 労働災害発生状況（表１～２ 図１～３参照） 

（１）死亡者数 

   平成２７年上半期（１月～７月）の死亡者数は１５人で、前年同期の２５人に比べ、１０人

（４０．０％）の大幅な減少となっています。 

   死亡者数を業種別にみると、建設業が最も多く６人、次いで運輸交通業、農林業及び商

業でそれぞれ２人となっており、前年同期と比較すると、製造業及びその他で５人の減少と

なっています。 
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事故の型別にみると、墜落・転落が６人、次いで崩壊・倒壊及びはさまれ・巻き込まれが

それぞれ２人などとなっています。 

 

 （２）休業４日以上の死傷者数 

   休業４日以上の死傷者数は、１，４７０人で、前年同期の１，４１３人に比べ、５７人（４．

０％）の増加となっています。 

   休業４日以上の死傷者数を業種別にみると、製造業が４１８人（構成比２８．４％）と最も

多く、次いで商業の２０７人（同１４．１％）、運輸交通業の２０４人（同１３．９％）、建設業の１

７６人（同１２．０％）の順となっています。 

   休業４日以上の死傷者数を前年同期と比較すると、社会福祉施設で２６人（５５．３％）、

畜産・水産業で２１人（３８．９％）、商業で２１人（１１．３％）の増加となっています。 （表１） 

   事故の型別にみると、転倒２９６人（構成比２０．１％）、墜落・転落２７２人（同１８．５％）、

はさまれ・巻き込まれ２５４人（同１７．３％）など、ほぼ前年と同様の状況となっています。 

（図４） 

 

２ 茨城労働局の今後の対応 

 （１）労働災害発生件数（休業４日以上の死傷者数）の多い業種への対応 

   労働災害発生件数の多い、「製造業」、「運輸交通業」及び「建設業」の事業場を多く傘

下に有する団体（茨城県商工会議所連合会、茨城県商工会連合会、茨城県中小企業団

体中央会及び一般社団法人茨城県経営者協会など）に対し、労働災害の防止を呼びか

ける緊急要請を行います。 

また、９月の全国労働衛生週間準備期間中（１日から３０日）に、各労働基準監督署と各

労働基準協会共催で開催する「全国労働衛生週間準備打合会（地区大会）」等の場を利

用して、これら労働災害防止の徹底指導を行います。 

 

 （２）労働災害発生件数が多く、かつ、増加率も高い「商業」への対応 

商業においては、転倒災害、腰痛災害などが多く発生しているため、商業における労働

災害防止意識を広く高める趣旨で、水戸を代表する百貨店に対して、局長による安全パト

ロールを計画しています。 

※日程、計画がまとまり次第、県庁記者クラブに投げ込みをさせていただきます。 
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 （３）増加率が特に高い「社会福祉施設」への対応 

   社会福祉施設においては、以下の取組を行っていきます。 

ア 介護作業において、今年、腰痛災害を発生させた事業場に対する指導 

･介護作業者の腰痛予防対策自主点検を実施させるとともに、労働災害防止のためのコ

ンサルティング（無料）の案内を送付します。 

イ 上記ア以外の転倒災害等を発生させた事業場に対する指導 

 ・看護、介護作業による腰痛予防パンフレット、転倒災害防止パンフレット等の送付及び

労働災害防止のためのコンサルティング（無料）の案内を送付します。 

ウ 社会福祉施設の２業界団体に対し、災害防止を呼びかける緊急要請を行います。 

エ 茨城県保健福祉部長寿福祉課に対し、看護・介護作業による腰痛予防の広報を依頼

します。 
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